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雇用吸収力の増大と「労働使用的技術進歩」

—台湾製造業のケースー一—

公
陳 光 ぎ輝

I 序

II 定式化

m 推定
IV 分析と結論

I 序

アーバン・インフォーマル・セクターの問題が

端的に示すように，発展途上国における工業化，

あるいは製造業の拡大は必ずしも満足すべき雇用

実績を収められなかったわけであるが，いま台湾

の製造業就業者数を第 1図のように対数表示して

みると，興味深い事実が明らかになる。グラフの

傾きで示される雇用成長率が石油ショック後にや

や鈍化したとはいえ， 1967年を境にきわめて明白

に増大していることである。この成長率を最小自

乗法で求めたところ， 1955~67年が年率4.51客で

あったのに対し， 67~73年， 73~80年はそれぞれ

15.:'18、8.90はであった。台湾製造業の雇用吸収

力ぱ 1967年以降，相当に大きくなグ＇たといえよ

。
ニつ

雇用吸収力のこうした増大は，周知の「輸出指

向的工業化戦略」のもとで生産物構成，生産方法

が変化したことで説明されるであろう。これは輸

出促進，外資誘致といった政策が繊維，木製品，

電気機械，雑製造品tょどの労働集約部門を拡大さ

せ，主た過度に資本集約的な生産方法を選好させ

『アジア経済』 XXVI-1 (1985. 1) 

る輸入代替の保護が放棄され，各部門がより労働

集約的な技術を採用するようになったということ

で，韓国台湾を中進国たらしめたとして高く評

価されてきたものである（注1)。

さて，それらは製造業各部門， あるいは（プロ

ダクト・ミックスを通じて）製造業全体の生産技術

が政策転換の結果，より労働使用的な方向に変化

したことを示唆するきわめて実践的な議論なので

あるが，現実には資本使用的（労働節約的）な方向

に向かうといわれる生産技術の変化，すなわち技

術進歩は台湾の場合，実際に労働使用的（衰本節約

的）になったのであろうか。 それはどの程度のも

ので，労働需要にはどれだけの影響を与えたので

あろうか。こうしたことを生産者行動の理論にの

っとり，経済発展を扱った 2部門モデル（注2)など

の一部になりうる形で実証しようとするのが本稿

の試みである。

その設定1まきわめて単純である。技術進歩は生

産関数上の概念であり，それは生産関数に時間を

表わす変数 tを導入して，

Y=F(K, L, t) (1) 

とすることで示される。ここで Yは（実質）付加

価値生産量， K,Lはそれぞれ資本ストック，労

働量である。一方，ある期の労働量は期首の資本

ストック量が決定された後，（1）式を偏微分して得

られる労働の限界生産力，
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第1図製造茫就業者数 (gainfullyemployed 

persons)の推移

7 611il叩；対数襄酎

1955 fJJ 65 70 75 00年

（出所） Taiwan, Directorate-General of Budget, 
Accounting am¥ Statistics, Statistical Y earbooh 

of the Republic of China,合北， 1980年。

FL=FL(K, L, t) (2) 

と実質賃金字rcwは貨幣賃危率， Pは生I)］物価
格で以降匁を切と書く）に一致させるように決定

されると考えられるので， （2）式を W に等しいと

買いた，

w=FL (K, L, t) 

を労働量Lについて解いた，

L=L(K, w, t) 

FL 

W1  

第2図労働需要曲線

”゚

（゚出所） 筆者作成。

L, 1,＇ L1, L 

。
k
ノ

こうした考え方は実はフェイ，レニスによって

採用されている（注3)。彼らは(1)式から出発して(3)

式に対応ずる，

＾ L=K+c ＾ え十BL 心-ELL ELL (4) 

(3) 

が労働需要関数となる。これは明らかに時間 l(j) 

関数であり，技術進歩の影縣を受ける。したがっ

て中立的でない技術進歩をも表わせる形で(1)式の

生産関数を特定化し，それを社測して(3)式のよう

にすれば，現実に起こった技術准歩のタイフ＼強

度とその雇用への影響が明らかにできるであろ

38 

という形の「雇用吸収方程式」を＃出した。左辺

のj'は労働量の変化字を示す。右辺第 1'第2項

は資本蓄積率K,ならびに技術進歩率入とその労

働使用バイアス BL（これはヒックス利のものとして

定義される）が労働の限界生産力を1竹大させ，実質

賃金率が一定であるならば追加雇用がもたらされ

ることを示し，第 3項は実質賃金率の上昇心に

よって労働需要が減退することを示す。 ELLは資

本ストノク景一定のもとで，労働量の増加にした

がハてその限界生産力が逓減する程度を表わす弾

力性であり，労働の限界生産力逓減が強いほど，

各要因の雇用に対する効果が弱くなることを示し

ている。

これらは第2図のように図示されるであろう。
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実質賃金率 Woのもとで決定された当初の労働需

要量L。がどの程度拡大するかは実質賃金率の変

化幅，ならびに限界生産力曲線のシフト幅，シフ

ト方向 (F研かFL12か）とその傾きに依存する。そ

して曲線のシフト幅，シフト方向を決定するもの

として資本蓄積率K,技術進歩率えとそのバイア

スBLが考えられ，傾きは弾力性 EJ,Lで表わされ

るわけである。

ところで(4)式における k,wは観察可能であ
り，え， BL,ELl、は元の生産関数を推定すること

により算出されるのであるが，フェイ，レニスに

おいてはこれらは行なわれず，代わ）て実質賃金

率が一定であるとされていた（この場合，第2図で

は労働供給曲線を描くことができるようになり，それは

Woの高さの水平線である）。したがって(4)式は，

L=K+ i+BL 
ELI, 

であり，現実に観察された雇用成長率Lと資本蓄

積率 K との差が技術進歩の「総合的な」効果であ

るとされた。その定式化にもかかわらず，結局 i,

BL，和それぞれの具体的効果は検illされなかっ

たのである。

この点に鑑み，以下では CES型の生産関数を

用いてフェイ，レニスの雇用吸収方程式を導出す

る（第1I節）とともに，その生産関数を先に述べた

台湾製造業について推定し（第m節），実質賃金率

一定の制約をはずした，より一般的な要因分析を

行なってえ,BLなどの効果を明らかにしたい（第IV

節）。ここで CES型の生産関数を採用するのは，

それがしばしば用いられるコブ・ダグラス型，ぁ

るいはレオンチェフ型を特殊ケースとして含むこ

とができると考えられ，かつバイアスを伴った技

術進歩を比較的容易に扱えるからである。そして

われわれの設定はフェイ，レニスと同様（ただし，

雇用吸収力の増大と「労働使用的技術進歩」

ここでは彼らの農工二重経済モデルとは無関係であ

る）．生産要素は資本，労働の二つで土地を含まず．

また限界生産力説が採用される。これらの想定は

非農業でかつ相当に「資本主義的」であると考え

られる製造業を対象とする場合には許されてよい

であろう。なお，雇用吸収に対するプロダクト・

ミックスの効果をも明示的にするためには製造業

各部門ごとに計測することが望ましいわけである

が，それはデータの制約により断念せざるを得な

かった。しかしながら台湾，あるいは NICs型成

長の生産技術面の特徴はある程度明らかにするこ

とができるであろう。

（注 1) 渡辺利夫『開発経済学研究』東洋経済新報

社 1978年 第4章。また，特に雇用に注目したもの

としては谷口卵二編『アジアの工業開発と雇用問題』

アジア経済研究所 1983年が挙げられるであろう。

（注2) その設定ならびに方法はそれぞれ異なって

いるが，たとえば， Kelley,A. C. ; J. G. Williamson; 

R. J. Cheetham, "Biased Technological Progress 

and Labor Force Growth in a Dualistic Economy," 

Quarterly Journal of Economics, 第86巻第3号，

1972年8月；南亮進・小野旭「経済成長と二重構造：

ェコノメトリック・モデルによる分析」（『経済研究』

第23巻第4号 1972年10月）； 山口三十四『日本経済

の成長会計分析』有斐閣 1982年におけるものが挙げ

られる。

（注3) Fei, J.C. H.; G. Ranis, Development 

of the Labor Surplus Economy: Theory and 

Policy,ホームウッド（イリノイ）， RichardD. Irwin, 

1964年，第3'第4章。

Il 定式化

ある経済部門の生産関数が，

1 

Y=r[ii(e•t K)―P+ (1-ii) (ePt L)-P] P (5) 

で表わされるとしよう。 Y,K, L, tはそれぞれ

付加価値生産量，資本ストック（いずれも実質額表

39 
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示），労覺量（注 1)，時間を表わす変数で， r,a, P 

は効率，分配，代替の各パラメーター。 e"tK, 

がtLはそれぞれ能率単位で測った資本，労働量を

示しパラメーター a, ;3は各能来の増加率であ

る3 なお，パラメーター piこつし、ては，

1 
(r = --→  
l+p 

が代替の弾力性であり，これが 1, 0に近づくと

き，（5）式の生産関数がそれぞれコブ・ダゲラス

型，レオンチェフ型に近づくことが知られている

（汗2)

この生産関数から労慟需要閑数を導いて技術進

歩などの影響を調べるとすれば＼‘-いず(5)式を労働

について偏微分してその限界生産力，

Fr,=r-P(l-o) (e,lt)一pげ）l+p
I、

を得，

ぃド(e•tf)―信(1-8）（記）―P]―;
であることに注意して限界条件，

FL=W 

を代入し，労働量について解けば，

I 

1-iJ I L= （-i-)p凸切 [rp +p (1-8)―-1+p 
p p 1 

(e庄')1+,~ w―-l+： -1] p-K (6) 

が求められるが，その形は複雑で，意味づけも難

かしいように思われる。 しがしなヵゞら，こうした

問題はそれを成長率の形：こしで尊出しなおすこと

により解決することができる。

まず(5)式の生産関数を時間について微分して成

長率の形にしておこう。これにより，周知の関係

式，

＾ ＾ ＾ Y=EKK+ELL+ぇ (7) 

が得られる。ただし EK,Er.,えはそれぞれ資本，

労働の生産弾力性と技術進歩率で，

40 

I_， 
恥＝r coーto(e叫）“ー1(}ア） 6 

K 
l-9 

0ユ 6-l y ····— 

E r』 ・ニ． i ＂ （ 1 -8) （ePt ) -。( I4 ) ' 

え＝EKa+EL fl 

(8) 

(9) 

(10) 

である。われわれの生産関数は一次同次であるの

でEKと的との和は 1'したがって技術進歩率え

は各生産要素の能率上昇パラメーター a,；9の加

菫平均値であることがわがる。

-)J, (5)式を偏微分した資本，労働の限界生産

力 FK，凡は，

I 

凡― i:_I_ii(eat四(J)-" (11) 

1 
9-1 9-1Y  g -

FL = i,;-(l-8) （e3l) へ•-6 -(IJ-) (12) 

と表わされるが，これらを成長率の形にし，（7）式

を代入すると，

^ a-1 1 EL ^ Fk = ---a+-i--- ^ 
a a a (K-L) 

瓦了P十：i+与（i互）
(13) 

(14) 

が得られる。 (13),(14)式は各限界生産力がいかなる

要因で変動するかを示したものであるが，ここで，

a-1. 1 HK=・u "-a+ i_,1 
fJ fJ 

HL＝←1§+Li 
0 (J 

(15) 

[16) 

とおくと，これらは要素投入K,Lに依存しない，

技術進歩（能率上昇パラメーター a,I,3）がもたらす

資本，労働の限界生産力の変動である）当然，

HK, Hr，に差異があれば，技術進歩にバイアスが

あったと考えることができるであろう。ヒックス

の分類（注3)にしたがえば，

HK奎HL (17) 

のとき，技術進歩はそれぞれ資本使用的（あるいは

労働節約的であるともいい，資本の限界生産力を相対的

に増大させる），中立的（資本，労働の限界生産力を同
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率で変化させろ）．労働使用的（あるいば直本節約，99年で

あるともし、い， 労働の限界生産力を相対的に j•iiik ざせ

る）である。

い士代杵弾力性{]が 1ょり小さ＂ Jり合で朽えょ

う。 (17)式の条件は(15), (16)式より明らか/.:,

"三/1

と詞値であるいが 1より大き＼、ときはご（勺逆＼そ

して (rと9とが等しいとき，（1())式よりこいらは2

にも笠し 1` ヽ、―とが示され，このとぎ115)，（16I式は，

HK=lh＝え

である (Oが1であるときは a,19の伯にかかわらずこ

れが成立する）ので，中立的技術進歩とは貸本，労

働の限界生産力をいずれも技術進歩率てあるえだ

け変化させるものであることがわかる。したがっ

て現実の（技術進歩で税明される）各限界生吃力の

増り0率と中セ的技術進歩の場合のそれ，あるいは

技術進歩半2との差をそれぞれ技術進歩り資本，

労働使用バイアス Bi,;,R1、と定義できるであろ

う。ずなわい

I炊二JJ,,:-A=-l-(J-（えーa)
(J 

RJ -HL-2= 1→(i-§) 
グ

(18) 

(19) 

である こごでえ；ま a と戸の加重平均値であった

から，）（小閉係では必ずその両者の中間にある。

したがって(18), (19)式の一方が正値ならば他方は必

ず負値をとる（ただし，その絶対値は必ずしも等しく

ない）。たとえば BKが正，すなわち資本の限界生

産力が中立的技術進歩の場合（あるいは技術進歩率）

以上に成長し，技術進歩が資本使用的であるとき

は B1か負，労働の限界生産力は中立的技術進歩

の場合（あるいは技術進歩率）以下でしか成長せず，

それは労働節約的である。もちろん中立的技術進

歩の場合には BK, BLともにゼロであり，各限界

生産力の成長は技術進歩率に等しい。

引用剛ドカの増大と「労闇使用的技術進歩」

さて，＇、‘[労鳴 1/̀)限界生産力の変動要囚を示し

た(14)式，

^ （J-l ^ 
F1,= 

(J 
/9 1 
1 
えI
Ek ^ 

ー・

(J (J (K-L) 

に注目するい要素投入に依存しない部分である

6-l 1 
o• —§十 え，すなわち HLは先の定義，（19)式に(f 

よって技術進歩幸えと労働使用バイアス I}Lとに

分解される。主た，

EK ~ ＝一叩~＝ ELI, 
a aI、 切I

は明らかに労働の限界生産力逓減の程度を表わす

弾力性である。したがって(14)式は，

FL＝え十R,,+Eu,(K-L)

と胄き換えられるが，ここで限界生産力］化を実

質賃金率、1e'：こ閤き換え，全体を Lについて解く

と，限界原理にもとづく労働需要関数が成長率(!)

形で得られる。それが前節で説明されたフェイ，

レニスの雇用吸収方程式，

L=K•ト
え十B1, a, 
Rf,/,--E五、

であり，労働布要は資本蓄積，技術進歩とその労

働使用バイアスが大きくなると増加し，実哲賃金

率の上昇により泣少し，強い限界生産力逓減は後

三者の影野力を弱めることが示されるのてある

（注4)

われわれの日的は台湾製造業における上記各効

果を推計し，特に技術進歩のバイアスの程度とそ

の雇用への影孵を調べることであった。雇用吸収

方程式における衰本蓄積率K,実質賃金の上昇年

心：ま観察可能て，技術進歩率え，労働使用バイア

スBL, 限界生産力逓減の弾力性 ELL}ま(5)式の生

産関数の諸パプメーターが得られれば(8)~(10),

(19),(20）の各式によって算出することができる。し

たがって，まず生産関数を推定することが次節の

4I 



Ⅲ　推定

1985010044.tif

1985doc  99.7.8 4:37 PM  ページ 44

課題となるわけである。

（注 1) ぅークの制約もあるの C 資本，労働に•'）い

て改檻率，労lfr!J:』It|［りは考唸しい．、ごとこする。 ！だか

1 て労if計訂 Ili位はマン・アワーこなくマンてあう。

（注 2) ただ 1われわれの場合， レオンチェフ J¥1の

ためには a,げか 0に近づくという条件も必要てあろ

う。

信 3) HicLs, J. R., The Theory of Wag(＇ゞ，芍

2版， ロノト／， Macmillan,l963年，第6印（内lll

忠寿訳『新版・い合の理論』 束汀経済新報社 1965 

年）。

（注4） ここ＿□:生奎関数、:_'I¥．定化してそ iア）．mliを
行なった乃であ 7が，一般的だ叩ての展隅な ‘)c:ヤ＿第

2図のような幾何的説明につし、ご1tFei; Ranis, 1liJ 

掲苫，第 3玲か参照されたい。また本節で使用され｝＇

生産関数にぐ）I.ヽ(IJ,Arrow, K. J.; H.B.Chenery, 

B. S. Minhas; R. M. Solow, "Capitalふabor Sub-

stitution and Economic Efficiency," Review of 

Economics and Statistics, 第43在第3号， 1961年8

J] ; David, P. J¥,; T. V. n. Klundert, "Biased 

Efficiency Growth and Capital-Labor Substitution 

in the U. S., 1899-1960,".'lmerican Economi, 

Revie籾， 第55む咽 3乃， 1965'16月， 357~36G い←

ジを参照。

田 推 定

CES生産関数の計測を，

利用して行なうことにしたいc 以下，その条件が

推定期間中の合湾製造業について容認されるも(/)

としておくと，前節(11),(12)式の資本，労働の限界

生産力Fにれは実質資本レンタル r, 賃金年 1t}

に置き換えちれ、

I 
9-［ "-l y q、．
r=r:a (eat) ，!_(f) 

l 
9-1 9-1 

w=；’了(1-,i)(e紅） 0-（｝")＇’ L 
であり，

ここでは限界条件を

これらを変形して対数変換を施すと，

y 
In 二 (l-")ln1一（rln8+ （1-（1)ft t-I-"In r 
K 

(21) 

ln Y 
], 
= (1-a)ln i一（rln(l-()） + （1-"J,ot+"lnw 

四

が得られる。 したがって
y y 

K' L' 
r, 1Vの（時系

列）観測値n個を用いて，

=-

、しー

l

n

1

 

、

ー

、

｀

／

1
ー

1

,

i

J

Y
-
K
 
••• 

Y
K
Y
-
L
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y

L
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‘
¥
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ヽ
＼
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1 (） 1 0 1り八．．．， 
: : : : : 
: : : : : 
: : : : :.  I a, ．．．．： ．．．．． 
1 0 n O In rn 

9l I U 1 

O 1 0 1 In皿

i 6 i 6 ~ ln:w,.) 1¥a,! ¥u2n 
(uj「j=l,……,2n]は誤差項）四

のように包1＼四式を一括して回帰すれば，推定値

a3 十

a4 

a1, ll2,・・・・・・， a5より以下のごとく各バラメーター

が—涌豚的に求められるであろう。

と，

| 
,'(J=a5 

！ 

i - a3 
l-a:， 

正 “1-a5 
1 
~ ~ C ̀し

1+exp-a1-a2 
a, 

（う 凶

; ＝ exp---

数である。

a叶 a;In.  1 

l+exp' a1-a2 ．．．． 
a5 

—・・・・・・・・—

l-a5 

ーか計測にあたって用いられたデータは本稿

末に掲載されているか，若千の説明を加えておく

Yは国民所得紘叶から得られる製造業，要素

費用の実質（実質額はすべて 1976年価格で単位は10徳

元） GDP（注1）, Kは1975年末の実質純資本ストッ

それを1976年初の値とし，国

民所得締計上の国内純固定資本形成額を利用して

クが得られるので，

ベンチ・イヤー・マーク法で前後を推計した各期

首値（注 2)，Liま第 1図で使用された製造業就業者

またむは貨金統計から罫出された製

42 
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造業の年間， 1000人当りのもので（注3), rは Y-

wLが資本の取り分となることから，それを Kで

割って求めた。 なお， w,rのデータとして，指

数で表わされているものを使用するケースもある

が，この場合， (23)式の推定方法は正しくない。な

ぜならば，各限界生産力に等しいと想定されてい

るのは実質賃金率切，資本レンタル rそのもので

あり，その指数値 w',r'ではないからである

（注4)。C1,C2を定数として，

w=c,w' 

r=c2 r' 

が成立すると考えられるため，（21),四式は，

y 
In—-= （1-a)ln r-(JIn吐 <1lnc2十(1-(1）at
K 

+(JIn r' 

Y In-＝ （1-(J）lnr-(JIn (1-o) + a In(言l
L 

+ (1-a) ~ t+a In w' 

となる。 w',r'を用いて (23)式を回帰したとする

と9 (23), ⑳式の a1,a2に対応するものはそれぞれ

(l-a)lnr-alno+alnc2, (1-(J）lnr-aln(l-

o) +a In Ctであり，未知数 C1,C2が加わったため

にr,6の正しい値は得られなくなるのである。

この場合のひとつの方法は，（5）式の生産関数を，

y-P=7—P[o(e•tK) —P+(l-iJ) (efitL)―P] 

G→1 0_1 6-1 6-1 9-1 
y-；；-=r-----,, （)(edk)万＋r---;;(1-il) (e肛L)―"

と変形し9 (23式の回帰で得ることができる 6,a, 

負を利用して第2段階の回帰，

~-1 

Y1... ~=bt(e~t 氏） ；； ＋b2（ふLt);;+vi 

t=l, •··, n (vi [t=l,..., n]は誤差項）

~-1 7.-1 

を行ない，改めて，

『=bl:lb2 ; 
r= (b叶 b2)←―-1

を得ることであろう。いずれにせよ，われわれの

雇用吸収力の増大と「労働使用的技術進歩」

実質要素価格 w, rは指数値ではないので，こう

した問題は起こらない。

さて，実際の推定は 1955~80年間を対象とす

るのであるが，第 1図に示されたように，台湾製

造業の就業者数は1967年を境に著しく増加し，

その高い成長率は石油ショック以降にやや衰え

た。したがって雇用吸収要因である技術進歩や

そのバイアスを決定する生産関数の能率上昇パラ

メーター a,§が必ずしも 26年間一定でなかった

と考えるのが自然であろう。われわれは回帰式(23)

において被説明変数ln
Y 
In Y K'... L に対し 1本ずつ

設けられていた (1955~8婢司こ1~26の値をとる）タ

イム・トレンドを 4本ずつ設けることにする。す

Y 
なわち， In について 1955~67年， 68~72年，K 

73~74年， 75~80年の各期間に 1~13, 14~18, 

19~20, 21~26の各値をとり，その他の期間には

0である 4本のタイム・トレンドが設けられ，

Y 
L In についても同様である。この結果，⑳式の

aむ山は各タイム・トレンドに対応して四つずつ

得られ，

a
i
5

．い

5

a
-
a
-ー

ー=
-
＝
 

.

t

i

 

~
a
~
R
r
 

.

，

.

 

四

書':t[［三4, 1975~80年
となる。各ふ，因はそれぞれ雇用成長率の低かっ

た時期，高かった時期，石油ショック，石油ショ

ック後に対応するわけである。

ところで，台湾製造業における雇用成長率の変

化は技術進歩の変化に起因するものでなく，また

石油ショックも能率上昇パラメーター a,/1にな

んら影響を与えなかったかもしれない。したがっ

43 



1985010046.tif

1985doc  99.7.8 4:37 PM  ページ 46

第1表 F 検定

as1=a,2 I a,2=a,, i ll33= 

0.12184 I 0.12147 I 0.1 

F 値 I 0.14 I 0.017 I 2. 

採否！ 採択採択採

（注） ＊は有意水準 1％のもとでも棄却されるものを示す。

第2表計測結果
―ー・-- I ·—·ー、
a1 I a2 I as1 =a,.=aas=as.1 au a., I 

~ --/ -‘ ~ ~ ~ ~ 言し

-o.5422 I -o.5569 I o.oお03 ! 0.04958 : 0.04157 I 0.02717 
c1. 59) I (3. 62) I (13. 3,n : c11. 87) I c14.16) I (8. n) I ヽ~ヽ ッヽ. --------- ・、 ・- --- . ・-- ---—• ~ ~ ~ V ・、・ • • t - - - -` /‘‘ -、

（注） かっこ内は t値で，すべて 1％有意である。なお，ここでは通常報告されるダービン・ワトソン比を割愛
している。 l:l3)式の推定はデークをプールした形になり，その値が應味をなさなくなるからである。

第3表生産関数各パラメーターの推定値

（注）趾恥応，凡はそれぞれ1955~67年， 68~72年， 73~74年， 75～的年に対応する。

て a, §(a3, a4)を四つに分けたことが妥当であっ

たか否かを検定することは当然必要であろう。ゎ

れわれは各a3, a4が隣り合う期間について（すな

わち a31とa32, a32とa33などが）等しいという各仮

説（制約）を F検定するという形でそれを行なっ

た。これはURSSを無制約（タイム・トレンドが 4

本ずつある当初のもの）の場合の残差平方和， n-K 

をそのときの自由度(41), RRSSを制約付き（そ

れに応じて各タイム・トレンドが統合される）で回帰

したときの残差平方和， rを制約数(1)として，

F=-(RRSS-U RSS) Jr 
URSSI(n-K) 

が自由度 r,n-kのF分布にしたがう（注5)ことを

利用したもので， Fの値があらかじめ定められた

(5は有意とした）臨界値を超えれば仮説を棄却す

るわけである。この手続きは第 1表に要約されて

44 

第 3図 推定された生産関数の内挿テスト

5,80iIIOI§元；対散農示）

o.---o実；則1直
『 9推定｛直

炉5り ffJ 65 70 
75 oo年

（出所） 筆者作成。
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し、るが， a31と,h,,a32とa33, （l33と叩とが等し

し、という三つの仮説が棄却されす，またこれらす

べてが等しいという仮説（この場合，制約数は 3)

も棄却されなかったので，後者の制約を付けたも

りが最終的な計測緒果として採用どれる。それか

第 3表であリ，第 3表ならひに第3図はg』,12五＼

から算出される生産関数各パラメしーターの推定値

とそれらを用いた内挿テストの結果をそれぞれ示

ーしそして技的進歩，あるいは能率上昇パラメー

ター a, §につし、ていえば，沢本側(a)は1955~80

年の26年間ほぼ一定であるものの，労働側（1,3）に

関しては罹用成長に伴って低下がみられ，石油シ

-" ！ク以降にそ ('9)低下は一層大きくなっ，＇こと推定

されたわけである。

（注 1) 国民所得統計は行政l紐l-，；1‘I延『中華民國洟

に「［得』台北 198:.!午。だだし序化別ご）実負額；；ハ！且，i',v

＂ ；してし、なしゾめ， その名目額を仝託済しつGDP'fフ
レーター（名 11府）l̂・実質額で割ったもの）で実質化し

t。

（注 2) 1975介□1/)値は行政院紐iや建設委ti合料合

"';罰志『中華民！呪，＇、:--岡年壼潔地 1〗’，竺．業固定資本 i.r 用

晶任報告』台北 1980年による。な；；， 各年固定瓜本

形成額のデフレーターについて 1) （仕 1) と同様て↑

経済のものを{,J,)IJした。

（主 3) Taiwan, Directorateぶeneralof Budget, 

ぶ:countingand Statistics, Stヽitistirnl Yearbook,，j 

the Republic,，.fChina, 台北に，,;じ載の “Monthly

Earnings in Manufacturing" 0)1J't位を調熟し， Gl)I’

デフレーターて'kしi（・化した。

（上 4) H', r戸指数伯を採用 l.tー湯合，→{火同げこ'1

f.1隣数て成立戸汀せl［系式，

Y=FKK-t-F1,L=rK+wL 

け満たされなくなるであろう。

（注5) こCl)，;[．叫はたとえばMa<ldala,G. S., E(`ヽ,-

nometrics, 二，．ーコーク， McGraw-Hill, 1977年，

457~458ヘーンにサえられている。

狐用吸収力の増大と「労働（史川的技術進歩」

W 分析と結論

われわれは第1I節において CES生産関数から

労働需要関数を導出することを試みた ((6)式）。そ

してそれは成長率の形で導出しなおされ，フェイ，

レニスの雁用吸収方程式，

L=Kト^ え十BL 和----
ELL Eu、

とな’)た。式中のえ， 1丸， ELIノは技術的特性を示

し，直接の観察が不可能であるが，生産関数の各

パラメーターを利用して算出することができ ((8)

~110八 l(）1，⑳式），それゆえに前節ではそ (7)計測か

行なわれたのである。とはいえ，計測されたのは

あくまでも生産関数の諸パラメーターであり，ゎ

れわれは労働需要関数を直接推定したのではな

い。こい｝図を考慮し，推定された各ハラメーター

を用いた(6)式の内挿テストを第4図に示す。もち

第 4図 労働＇虚要関数の内挿テスト

7bl'',I冗0人，吋t表荒，

5.52, ~ 

~----0 真，9り f,A

且 •1佳定｛直

l, む 応 io 方一万布

（出所） 筆者作成。
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第4表

1955-56 : 0.0130 1 0.0852'-0.0248 
1956-57 I O. 0202 O. 0856 -0. 0245 
1957-58 I 0.0197 0.0833 -0.0261 
1958-59 I 0.0236 0.0829 -0.026:1 
1959-60 ! 0.0217 0.()826 -0.0266 
1960-61, 0.0319 0.0788 -0.0292 

1961-62, 0.0314, 0.0759 -0.0312 
1962-63 I 0.0277 I 0.0776 I -0.0300 
1963-64 I 0.0312 I 0.0828 l -0.0264 
1964-65 0.0498 0.0830 I -0.026:l 
1965 66 0.0582 ・ 0.0797 I -0.0286 
1966-67 0.0745 : 0.0794'-0.0288 
（第 1期平均） （0.0336) , (0.0814) . (-0.027'1) 

1968-69 l 0.1086 I 0.0771 -0.0168 
1969-70'0.0982 • 0.0753 -0.0181 
[970-71 0.1164 0.0712 -0.0188 
1971-72 0.0983 0.0747 -0.0185 
（第II期丁均） （0.1054) (0.0753) (-0.018( )>

1'175-76 0.1610 0.0500 0.017げ
1976・-77. 0.1203. 0.0493 0.0169 
1977-78 0.0699, 0.0,188 ・ 0.0165 
1978-79 0.0464 I 0.0486 • 0.0164 
1679-80 1 0.0731 i 0.0466. 0.0150 
（第Ill期1'均） （o.0941) I co.0487)'(0.0164) 

(l) K, tCは自然対数値の増分， A,lh, ELLは2年間の平均｛直である。
(2) かっこ内は各期間の算称FI'．JIjil止期間区分は生産関数推定の際に行なったものに準じ，石油シ，ヽ9,J1 
中の1973-74年は割愛してし、いしたがって第 I期は雇用成長が低か）た時期であり，第II,第Ill期it

'._-./ Lそれ荏用成長が高か，！＇こ ii'r1り1、ならび；こ石油ンョック役にけ応する，

^
K
 

雇用吸収要因の各数値
しししし

BL i ELI, 
- ［―-----
0.0378 
-0.0438 
0.0132 
0.0014 
0.0321 
0.1479 

0.0292 
0.0071 
-0.0204 
0.0859 
0.0336 
0.0809 
(0.0338) 

0.0480 
0.0876 
0.0682 
0.0932 
(0.0742) 

0.1016 
0.1041 
0.0959 
0.0626 
0.0453 
(0.0819) 

1.1700 
1.2055 
1. 2 1 03 
1.2:~75 
1.2585 
l. 22(93 

1.1929 
1.2420 
1.:¥467 
1.:16:¥7 
l.3234 
l.:~278 
(l.2582) 

1.:1228 
1.2929 
1. 2908 
1.:¥377 
(1.:、¥111¥ 

| 

， 

--

0.97]:¥ 
0.9457 
0.9287 
0.9257 
0.8850 
(o.irn:1) 

(it) 

ろん＇+両事］放の場合（第 3罰）と同且，罹定｛直は実

測値を完全にはなぞれず，成長辛 (Mlぎ）をとれば

誤差はやや大きくなるが，

あるとし、えよう。

おおむい良好な結果で

さて，ぇ， R1,,ELLを算出し， 府）廿吸収方程式

を完成ざせたのが第4表である。 Jでに述べられ

てきによう：こ，

ごしし，一
し

f
J
3
F
?
 

l. 
か・
l

台満製造業の雇用成恥辛．は1967年

-石油ショ J ク時tで（］文・(])第II期）

に急州し， 9：：：の背屎として労働集約財り）生廂，輸

出に特化したことが挙げられている。 したかって

技術進出の労働使用バイアスB1，が大さか・）たか，

少なくともその方向へ大きく変化したことが期待

されるのであるが，第4表はこりしたf想をくつ

がえす丸（/Jとな＇）ている。第 I期かr,、第U期にか

けてし•,'） /; /,,!). l:.昇は平均値にして 1しf・ホイン］、

46 

こい間約10て/:•ポイント堺加しに雇

用成長率に対するその寄与度（嘉J,I』の増分）はわず

また石油シ J ・`／ク後

弱にすき土

か0.80tゞ;I、•ポイントである。

の第rn期にはじめて BLは正値をとり、技伽進歩

が労働使用的になったことを示しているのである

l3 I、
ある＼け雇用成長への貢献(ELI)旦

，
 

ゞヽ
1カ その値，

（ 資本蓄積 (K)や技術進歩率）もるいは
I、J;/,) ：こ比

べて小さか，＇たとしヽわねばならないで灰ろう。

他方，技術進歩率Aについていえば，

して心は大ぎくなり，

第 l！りl,

第11期を通じてその値自体は大きかったも(/)(/），

両期間にかけてはむしろ若干の低下傾向かみら

れ，雇用成長の附大に寄与したとはいえない。そ

実質賃金の上月か抑えら

れたために労慟富要が旺盛になったともし、えな：；ヽ
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ようである。結局のところ，雇用成長率の増減に

最もよく対応するのは資本蓄積率kであり， 台

湾製造業の雇用吸収力増大はほとんどそれのみに

よって説明されてしまうのである（注1)。

厘用吸収力の増大に関して資本蓄積の役割が大

きく，技術進歩のバイアスが小さかったことは資

本労働間の代替，補完効果によって説明すること

ができる。もちろん資本蓄積の役れlが大きかった

ことは補完効果が大きいことを意味するが，われ

われの技術進歩は能率単位で測った質本，労働量

の増減で考えられるため，そのバイアスについて

も同様の説明が与えられるのである。 (10), (19)式よ

り技術進歩率は，

え＝EKa+Eぃ9

で労働使用バイアスは，

厖＝ lda(A-p)=__1:da邸 (a-p)

であった。そして前節で示されたように，台湾製

造業では資本の能率上昇パラメーター aが安定的

であったのに対し，労働能率の上昇率§は明らか

に低下した。これは技術進歩率えを引き下げ（注2),

また能率単位で測った資本量を相対的に増加させ

る効果を持つ（もちろん§が安定的で(rが上昇したと

きもln]様であるが，この場合，えの低下は起こらない）。

したかって補完的な労働量が必要となり，労働使

用バイアス BLは上昇するのであるが，代替弾力

性 0 が0.59とやや大きく，資本労働間の代替が比

較的容易であるために必要な労働量は少なくてす

み，恥もまた小さくなったのである。

さて，台湾製造業における労働使用バイアスは

小さく，結局雇用吸収力の増大はけとんど資本蓄

積の補完効果のみで説明されるというのが結論な

のであるが，われわれはむしろ，わずかながらで

も技術進歩を労働使用的な方向へ向かわせ，労働

仰J.l1吸収力の増大と「労働使用的技i永r進歩」

節約化傾向に歯止めをかけながら投資を促進した

という点でその工業化を評価すべきなのであろ

う。実際， B[、の値の小ささは代替弾力性がやや

大きかったことによるものであり，生産は能率上

昇バラメーターf3を相当低下させるほどに労働を

投入して行なわれたとも考えられるからである。

もっとも， f3の低下には限界があるだろう。石

油ショック後の戸は2.51はであり，当初の値に比

べて10富・ポイント近く低下している（第3表）。

まさにこのために労働使用バイアスは正11化をとる

に至ったのであるが，一方では第4表にみられる

ように，実質賃金率の上昇が続くなかで，この時

期，労働の限界生産力逓減の弾力性ELLはやや大

きく低下する。第 2図で考えれば明らかなよう

に，その低下は図の労働需要曲線のより水平な部

分で雁用が行なわれ，労働需要が実質賃金率の変

動に対してより敏感になってきたことを意味す

る。石油ショック後の最気後退による一時的現象

である可能性は否定できないが，労働能率の上昇

がきわめて小さい状態で企業者が実質賃金の変動

に敏感になったとすれば，賃金上昇が続く限り，

これまでのように能率上昇パラメーターI3を低下

させて灌用を行なうとは思いにくい。 「NICs型

成長」は終―（し，今後は強い労働節約バイアスを

伴って資本労働比率が大きく上昇するような成長

局面が訪れることも考えられるであろう。

（注 1) われわれの資本ストックは，前述したよう

に1975年末時点の調在報告値と国民所得統計をもとに

推計されたものである。 Kuo,S. W. Y., Transition 

in the Taiwan Economy,ボールダー（コロラド），

W estview Press, 1983年， 12ページにおいても確認

されているのであるが，こうして得られる資本ストッ

クの系列け，当初緩やかに成長したものがその後急激

に増加す心といった動きを示す。したがって）｛「用吸収

如KIに関し，われわれが資本岳秘り役割を過大評価し

たHI能性があることは否定できないであろう。
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EL  0) 1：外かその伯向を相殺することか＇ぎた。

［付記」 本稿の方法は製造業の労f.［［高要関数，ある

いは生庄閉数だけに醤目した部分幻役rI/j朽であリ，他

の経済部門との関連や実質賃金，生在物‘,1,［要などの決

定については扱えなかった。今後の課題としたい。な

ぉ，本稿の作成にあたっては神戸大学の村上敦教授，

斎藤光雄教授，山口三十四助教授に御指導，助言をい

ただいた。記して謝意を表したい。もちろん，ありう

べき誤宮は第者の貞に帰する。
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